
11.5 
8.5 
7.8 
9.3 

18.0 
15.6 
15.1 

13.6 

2.8 
2.4 
2.5 
3.3 

30.2 
30.0 

27.1 
35.0 

13.0 
8.7 
10.6 
10.3 

22.7 
18.6 

17.6 
19.1 

12.9 
10.8 
9.7 
11.3 

38.7 
34.7 
35.7 

35.6 

41.0 
42.1 

41.5 
39.8 

11.8 
11.0 

13.5 
15.2 

42.2 
44.0 

46.3 
44.0 

35.4 
29.5 

34.7 
36.6 

50.5 
51.7 
52.8 
51.0 

62.1 
59.1 

64.5 
62.8 

40.4 
47.0 
47.4 
45.5 

25.9 
28.5 

29.7 
30.7 

63.1 
67.0 

66.4 
61.2 

18.8 
18.6 
18.9 

14.4 

36.0 
45.4 

40.8 
39.7 

18.4 
21.4 
21.8 
22.6 

19.5 
24.6 

21.1 
21.2 

3.3 
2.3 
2.4 

2.4 

12.0 
9.2 
9.0 

10.9 

18.8 
15.8 

14.4 
17.7 

6.6 
6.3 

5.4 
5.4 

10.9 
9.0 

8.3 
9.0 

5.4 
4.7 
4.6 
5.0 

2.6 
1.8 
1.7 
1.6 

5.1 
6.1 
5.9 
6.5 

2.8 
4.2 
4.1 
4.5 

3.1 
3.0 
2.9 
2.3 

1.8 

0.9 

2.0 

1.1 

4.1 
6.2 

5.0 
4.0 

2.4 
2.9 
2.8 
2.1 

2.4 
3.4 

2.8 2.8 

1.0 
1.3 
0.8 
0.7 

0.3 
0.5 
0.6 
0.5 

0.5 
0.7 
0.3 
0.3 

0.3 
0.3 
0.3 
0.1 

0.6 
1.1 
0.7 
0.4 

0.6 
0.6 
0.4 
0.2 

0.4 
0.4 
0.2 
0.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

（2002年）
（2012年）
（2016年）

家庭生活（2019年）

（2002年）
（2012年）
（2016年）

職場（2019年）

（2002年）
（2012年）
（2016年）

学校教育の場（2019年）

（2002年）
（2012年）
（2016年）

政治の場（2019年）

（2002年）
（2012年）
（2016年）

法律や制度の上（2019年）

（2002年）
（2012年）
（2016年）

社会通念・慣習・しきたりなど（2019年）

（2002年）
（2012年）
（2016年）

社会全体（2019年）

（％）

各分野における男女の地位の平等感（全国：男女計）

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等 わからない

どちらかといえば女性の方が優遇されている 女性の方が非常に優遇されている

「男性の方が優遇されている」と考える人の割合は、減少しているものもあるが、「法律や制度の上」「政治の場」と「家庭生活」においては、
2016年より2019年の割合が増えている。

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」による。2002年は７月、2012年は10月、2016年及び2019年は９月調査。
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8.4  

8.0  

0.7  

24.8  

7.3  

15.6  

9.6  

38.9  

37.4  

10.6  

44.3  

29.5  

47.9  

50.8  

35.2  

34.3  

67.5  

16.4  

38.6  

21.2  

23.4  

7.3  

9.3  

14.3  

10.0  

14.7  

10.6  

8.4  

7.1  

6.2  

2.5  

1.1  

6.2  

1.8  

5.0  

1.1  

0.5  

0.3  

0.2  

0.6  

0.1  

0.2  

2.1  

4.1  

4.0  

3.2  

3.1  

2.9  

2.5  

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

家庭生活 

職場 

学校教育の場 

政治の場 

法律や制度の場 

社会通念・慣習・しきたりなど 

社会全体 

(％) 

各分野における男女の地位の平等意識（令和元年：高知県・男女計) 

男性の方が非常に優遇されている どちらかといえば男性の方が優遇されている 

平等 わからない 

どちらかといえば女性の方が優遇されている 女性の方が非常に優遇されている 

無回答 

資料：高知県「男女共同参画社会に関する県民意識調査報告書」による。 2019年10～11月調査。 

全体的には「男性の方が優遇されている」と考える人の割合は、全国の結果と同傾向にあるが、「家庭生活」は全国より、やや高い割合

を示している。 
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4.1 

4.3 

4.1 

4.4 

2.7 

3.6 

3.5 

3.4 

2.2 

3.3 

3.9 

12.5 

9.0 

7.8 

6.2 

6.7 

5.5 

5.5 

5.6 

5.8 

4.7 

4.8 

12.9 

11.7 

10.4 

9.9 

10.2 

10.7 

10.7 

10.0 

11.7 

8.4 

6.5 

23.4 

30.2 

33.1 

37.6 

40.4 

43.4 

45.9 

47.5 

44.8 

54.2 

61.0 

42.7 

38.7 

37.6 

36.6 

34.9 

33.0 

31.3 

30.8 

31.5 

26.3 

20.3 

1.5  

2.8 

2.7 
1.1 

2.3  
1.4 

1.4 

1.4 

2.0  

1.5  

1.7  

2.9 

3.4 

4.3 

4.2 

2.8 

2.3 

1.8 

1.3 

1.9 

1.6 

1.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1992年11月調査 

1995年7月調査 

2000年2月調査 

2002年7月調査 

2004年11月調査 

2007年8月調査 

2009年10月調査 

2012年10月調査 

2014年8月調査 

2016年9月調査 

2019年9月調査 

(％) 

女性が職業を持つことに対する意識（全国：男女計） 

女性は職業をもたない方がよい 結婚するまでは職業をもつ方がよい 

子どもができるまでは、 職業をもつ方がよい 子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい 

子どもができたら職業をやめ、 大きくなったら再び職業をもつ方がよい その他 

わからない 

資料：内閣府「男女平等に関する世論調査（1992）」」「男女共同参画社会に関する世論調査(1995～2012、2016、2019)」、「女性の活躍推進に関する

世論調査(2014)」による。 

「子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい」と考える人の割合が2016年の調査で初めて50％を超え、2019年には60％を超えた。 
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29.1  

19.8  

17.9  

12.8  

11.0  

12.0  

9.5  

12.4 

11.2 

8.3  

6.5  

41.0  

35.8  

34.0  

30.5  

30.2  

27.8  

27.8  

36 

32 

28.7  

24.6  

18.3  

26.4  

26.9  

29.4  

29.5  

30.7  

32.0  

30.4 

34.2 

37.0  

38.5  

4.5  

11.9  

16.7  

21.7  

24.2  

26.2  

26.6  

18.4 

17.4 

21.5  

24.9  

7.1  

6.1  

4.6  

5.6  

5.0  

3.2  

4.0  

2.8 

5.1 

4.5  

5.5  

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1979年5月調査 

1992年11月調査 

1997年9月調査 

2002年7月調査 

2004年11月調査 

2007年8月調査 

2009年10月調査 

2012年10月調査 

2014年8月調査 

2016年9月調査 

2019年9月調査 

（％） 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方に対する意識（全国：女性) 

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 

資料：内閣府「婦人（I部）に関する世論調査（1979）」「男女平等に関する世論調査（1992）」」「男女共同参画社会に関する世論調査(1997～2012、

2016、2019)」、「女性の活躍推進に関する世論調査(2014)」による。 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」との考え方について、女性のうち、「賛成」・「どちらかといえば賛成」と考える人の割合は、2019年には最小と
なった。 
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35.1  

26.9  

23.9  

17.2  

14.6  

15.9  

11.9  

13.3 

14.2 

9.4  

8.6  

40.5  

38.8  

41.0  

34.1  

35.1  

34.8  

34.0  

41.8 

32.3 

35.3  

30.8  

13.4  

20.9  

20.5  

24.1  

25.0  

26.2  

30.4  

25.2 

32 

32.2  

34.4  

4.0  

7.7  

10.3  

18.0  

18.3  

20.0  

20.7  

15.8 

14.5 

17.2  

21.2  

7.0  

5.7  

4.3  

6.7  

7.0  

3.1  

3.1  

3.8 

7 

5.8  

4.9  

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1979年5月調査 

1992年11月調査 

1997年9月調査 

2002年7月調査 

2004年11月調査 

2007年8月調査 

2009年10月調査 

2012年10月調査 

2014年8月調査 

2016年9月調査 

2019年9月調査 

（％） 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方に対する意識（全国：男性） 

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 わからない 

資料：内閣府「婦人（I部）に関する世論調査（1979）」「男女平等に関する世論調査（1992）」」「男女共同参画社会に関する世論調査(1997～2012、

2016.、2019)」、「女性の活躍推進に関する世論調査(2014)」による。 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」との考え方について、男性のうち、「賛成」・「どちらかといえば賛成」と考える人の割合は減少傾向にあった
が、2012年の調査では賛成と反対が逆転した。その後、再び反転し2019年には39.4％と過去最小となった。 
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3.0  

9.7  

0.4  

25.0  

25.3  

29.3  

30.2  

31.7  

33.0  

33.9  

37.1  

37.4  

40.2  

40.4  

41.7  

47.0  

48.7  

59.3  

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

わからない 

特にない 

その他 

新聞・放送の記者 

独立行政法人・公益財団・公益社団など各種団体の役員 

自治会長、町内会長など 

スポーツ指導者・監督など 

起業家 

上場企業の役員 

大学教授・学長など 

企業の技術者・研究者 

医師・歯科医師 

裁判官、検察官、弁護士 

国家公務員・地方公務員の管理職 

小中学校・高校の教頭・副校長・校長 

閣僚（国務大臣）、都道府県・市（区）町村の首長 

企業の管理職 

国会議員、地方議会議員 

女性が増える方がよいと思う職業や役職（令和元年：全国） 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査(2019)」による。 

 「国会議員、地方議会議員」が59.3％で最も多く、次いで「企業の管理職」、「閣僚（国務大臣）、都道府県・市（区）町村の首長」が続いている。 
                                                                                （複数回答） 

％ 

 （回答者数：2,645人、回答数合計／回答者数：573.4％） 
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4.3  

0.9  

25.3  

27.9  

30.5  

33.8  

40.5  

46.9  

56.0  

58.5  

59.1  

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

特に必要なことはない 

その他 

男性の家事・育児などについて、啓発や情報提供、相談窓口の設置、 

技能の研修を行うこと 

男性が家事・育児などを行うための、仲間（ネットワーク）作りをすすめること 

男性が家事・育児などに参加することに対する女性の抵抗感をなくすこと 

労働時間短縮や休暇制度、テレワークなどのICTを利用した多様な働き方を普及す

ることで、仕事以外の時間をより多く持てるようにすること 

年配者やまわりの人が夫婦の役割分担などについての当事者の考え方を尊重する

こと 

社会の中で、男性による家事・育児などについても、その評価を高めること 

男性が家事・育児などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと 

男性による家事・育児などについて、職場における上司や周囲の理解を進めること 

夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること 

男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加するために必要なこと（令和元年：全国） 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査(2019)」による。 

 「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかること」との回答が最も高くなるとともに、「職場における上司や周囲の理解を進めること」「男性の抵
抗感をなくすこと」も50％以上となっている（複数回答）。 

（％） 

 （回答者数：2,645人、回答数合計／回答者数：383.7％） 

8-男女共同参画に関する意識

129



3.6 

2.6 

0.9 

19.3 

28.6 

28.9 

31.5 

32.4 

37.8 

37.8 

40.1 

44.2 

52.7 

57.8 

58.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

わからない 

特にない 

その他 

男女の平等と相互の理解や協力について広報・PRする 

女性や男性の生き方や悩みに関する相談の場を提供する 

男女の平等と相互の理解や協力について学習機会を充実する 

女性に対する暴力を根絶するための取組を進める 

従来、女性が少なかった分野（研究者など）への女性の進出を支援する 

民間企業・団体などの管理職に女性の登用が進むよう支援する 

国・地方公共団体の審議会委員など、政策決定の場に女性を積極的に登用する 

法律や制度の面で見直しを行う 

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など男女ともに働き方の見直しを進める 

子育てや介護などでいったん仕事を辞めた人の再就職を支援する 

保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設や介護サービスを充実する 

子育てや介護中であっても仕事が続けられるよう支援する 

男女共同参画社会に関する行政への要望（令和元年：全国） 

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査(2019)」による。 

 「子育てや介護中であっても仕事が続けられるよう支援する」が最多で58％、次いで「保育の施設・サービスや、高齢者や病人の施設や介護サービス
を充実する」「子育てや介護などでいったん仕事を辞めた人の再就職を支援する」との回答が50％を超え多くなっている（複数回答）。 

（％） 

（回答者数：3,059人、回答数合計／回答者数：196.1％） 
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